
ニーズ調査 案件化調査 普及・実証事業 

概要 
中小企業等の製品・技術等の開発援助
案件化を念頭に置いたニーズ調査 
（26年度は国別調査とする予定） 

 中小企業からの提案に基づき、 

製品・技術を途上国の開発へ 
活用する可能性を検討するための調査 

中小企業からの提案に基づき、 
製品・技術に関する途上国の開発への 

現地適合性を高めるための実証活動を通じ、
その普及方法を検討する事業 

実施日程 
（予定） 

２６年３月 公示（外務省ＨＰ） 
     ４月 業務説明会 
     ５月 応募締切 
     ６月 仮採択通知 
      （契約締結後調査開始） 
 ２７年３月 報告書提出 

【１回目】 

２６年 ５月 公示（JICAのHP） 
      ５月 業務説明会 
      ６月 関心表明締切 
      ６月 応募締切 
      ８月 仮採択通知 

      （契約締結後調査開始） 
【２回目】 

２６年１１月 公示（JICAのHP） 
     １１月 業務説明会 
     １２月 関心表明締切 
     １２月 応募締切 
２７年 ２月 仮採択通知 
      （契約締結後調査開始） 

【平成25年度補正】 

２６年 ３月 公示（JICAのHP） 
      ４月 業務説明会 
      ５月 関心表明締切 
      ５月 応募締切 
     ６月 仮採択通知 
      （先方政府機関の了承取付、     

       契約締結後事業開始） 
【１回目】 

２６年 ９月 公示（JICAのHP） 
      ９月 業務説明会 
     １０月 関心表明締切 
     １０月 応募締切 
    １２月 仮採択通知 
       （先方政府機関の了承取付、     

       契約締結後事業開始） 

公募対象 
開発コンサルタントや 

商社等からの提案が基本 
中小企業等（コンサルタント等と組むことも可） 

採択件数 ４件程度 ４７件程度 ４４件程度（内、平成25年度補正２２件を予定） 

上限金額 
（税込） 

5,000万円（予定） 
3,000万円（機材（同時携行できる小型の機材
を除く）の輸送が必要な場合は、5,000万円） 

１億円 

協力期間 年度内 数ヶ月～1年程度 1～3年程度 

負担経費 
・人件費 
・旅費 等 

・人件費（外部人材活用費のみ） 
・旅費 
・輸送費 
・製品紹介や試用等に要する経費等 

・人件費（外部人材活用費のみ） 
・旅費 
・輸送費 
・製品の普及・実証等に要する経費 
・設備・資機材購入費等 

平成26年度外務省事業 
（予算2億円） 

平成25年度補正・平成26年度ＪＩＣＡ運営費交付金事業（予算67億円） 


